４．財政健全化に向けた基本的な取り組み

（1） 歳入の安定確保

    ① 地場産業の育成と活性化あるいは企業誘致等による税源の涵養

 ② 市税課税客体の的確な把握と一層の収納率の向上

 ③ 使用料、手数料等受益者負担の適正化

 ④ 地域の実態に即した地方交付税算定の改善要求

（２）行政経費の徹底縮減

  ① 行政評価に基づく適切な施策・事業の展開

限られた財源の中で新しい行政課題や社会の変化に的確に対応して行政サービスを展開するためには、今後の社会経済の動向にあわせた適切な負担のもとでのサービス提供のあり方を検討するとともに、行政活動のあらゆる分野や政策段階において成果やコストを点検する必要があります。

行政評価システムの導入や事務事業の見直し、それに基づく事業のスクラップアンドビルドを徹底するとともに、PFI方式の活用やNPO活動の助長、民間への事業委譲など、最小の経費で最大の効果があがるよう努めます。
  ② 簡素で効率の良い市役所組織・機構の編成

　

  地方分権や規制緩和、高度情報化、国際化、少子・高齢化等20世紀

後半から強まってきた潮流は、21世紀において社会を構成する中心的

な要素となることが予測されます。

まちづくりの総合センターたる市役所は、これらの潮流を的確に捉まえ、また、市民ニーズを最先端で受け止め、いち早く課題を分析し、速やかに行政に反映させる活動的で軽快な機能が求められています。

今後想定される行政需要の動向を的確に把握し、「総合処理が可能な窓口の設置」や「横断組織機能の強化」「行政情報化の推進」などを進め、市民に分かりやすく機動的でスリムな市役所組織の編成に努めます。

  ③ 少数精鋭を基本とした職員態勢の構築

職員の政策形成能力、業務遂行力の向上を図るため職員研修を充実するとともに、「職員に対する勤務評価の実施」や「選択性役職任命換え制度」の導入を検討するなど職員数の増大を招かない少数精鋭を基本とした職員態勢の構築に努めます。

  ④ 給与制度の適正化

今後10年の間に大量の退職者が予定される状況にあって、中長期的な給与費動向を視野に職員が安心して働くことのできる給与体系を確立するとともに、健全な財政運営を図る上で歳出に占める人件費の割合を縮減する必要があります。

国公支給基準や類似団体との均衡を考慮しながら給与制度の見直しを行います。

  ⑤ 事務経費・管理経費の徹底縮減

各年度の予算編成にあたっては、「ゼロからの見直し」を徹底するとともに、期別予算配当制度の導入等事務経費・管理経費の徹底縮減と効率的な執行に努めます。

（1） 基金の適正運用と計画的活用

 基金の適正運用と財政調整基金・減債基金等の計画的な活用を図ります。

